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要望　さ　れた事項 審　　議　　　内　　容 審　　議’結　　果

1．M－Vロケットの開発について 1．1990年代以降の科学ミッションに対応して、現在のM－3SHロ 1990年代より21世紀初頭に至る科学

（文部省） ケットでは打ち上げることのできない中規模の科学衛星打上げ用ロケッ 観測のミッションの要請に応えるため、現在

トが必要とされている。 のM－3SHロケットでは打ち上げられない

1990年代より21世紀初頭に至る科学 規模の科学衛星打上げ用ロケット（M－Vロ

観測のミッションの要請に応えるため、現在 2．このため、Mロケットについては、全段固体ロケット技術の維持発展 ケット）について、平成6年度に初号機を打

のM－3SHロケットでは打ち上げられない 等の観点を踏まえ、鹿児島宇宙空聞観測所の射場において打上げ可能範 ち上げることを目標に、平成2年度からその

規模の科学衛星打上げ用ロケット（M－Vロ 囲で、現有の地上支援設備の最大限の活用を図り，固体ロケットの経済 開発に着手することは妥当である。

ケット〉について、平成6年度に初号機を打 性・簡便性を生かしつつ、その大型化を図ることは有意義である。

ち上げることを目標に、平成2年度からその

開発に着手したい。
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要望　さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

2．H－Hロケットの開発 1．H－Hロケットの第1段エンジン（LE－7）については、現在、原 H－1【ロケットについて、今回生じた技術

（科学技術庁） 型エンジン試験の段階にあり、原型エンジンの燃焼試験及び液水ターボ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
的問題点に対処するため、開発スケジュール

ポンプの出力確認試験が進められている。これらの試験において、エン の見直しを行い、試験機1号機の打上げ時期

H－Hロケットについては、開発の過程に ジンシステムについてはエンジン作動点予測値と試験結果が異なる等の を平成3年度から4年度に、試験機2号機の

おいて生じた技術的問題点の検：討の結果、開 技術的問題が、また、士爵タ「ボポンプたついてはタービン翼の破損等 打上げ時期を平成4年度から5年度に変更し

発スケジュールの見直しを行うこととし、試 の技術的問題が発生した。 て打ち上げることを目標に、引き続き開発を

験機1号機の打上げ時期を平成3年度から4 2．今後の対策として、燃焼試験の積み重ねによる十分なデータ取得や、 進めることは妥当である。

年度に、試験機2号機の打上げ時期を平成4 タービン翼の形状等を変更した改良型液水ターボポンプの設計、製作、 開発に当たっては、試験の円滑な実施のた

年度から5年度に変更して打ち上げることを 試験等が必要であり、この＃め、認定エンジン試験の開始時期及びH一 めの予備品の確保、試験の前倒し実施等によ

目標に、引き続き開発を進めたい。 1【ロケット試験機1号機用エンジンの完成時期は約1年遅れとなること り、着実な開発を進めることが重要である。

は避けられない。

3．こうした状況に鑑み、H－Hロケットの全体の開発スケジュールを見

直し、試験機1号機の打上げを平成3年度から4年度に、試験機2号機

の打上げを平成4年度から5年度に変更せざるを得ない。

4．但し、H－Rロケット試験機1号機及び2号機の打上げが1年遅れる

としても、試験の円滑な実施のための予備品の確保、試験の前倒し実施

等により、着実な開発を進めることが重要である。
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要望　さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

3．H－1ロケット試験機3号機の開発 1．宇宙実験・観測フリーーフライヤ（SFU）等の打上げ需要に対処する 宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU）

（科学技術庁） ことを目的としたH－Hロケット試験機3号機については、SFUの打 等の打上げ需要に対処すること等を目的とし

上げ時期の平成4年度から5年度への変更に基づき、平成5年度に打ち たH－IIロケット試験機3号機について、

宇宙実験・観測フリーフライヤ（SFU） 上げることを目標に開発を進めることは適当である。 SFUと静止気象衛星5号（GMS－5）を

等の打上げ需要に対処すること等を目的とし 同時打上げすることとし、平成5年度に打ち

たH－Hロケット試験機3号機については、 2．また、本機の効率的利用の観点から、静止気象衛星5号（GMS－5 上げることを目標に、．引き続き開発を進める

SFUの打ち上げ時期の見直しに基づき、平 ）との同時打上げとすることは妥当である。 　　　　　　　　　　ノｱとは妥当である。

成5年度に打ち上げることを目標に、引き続

き開発を進めたい。

なお、本機の効率的利用のため、本機によ

りSFUと静止気象衛星5号（GMS－5）

を同時打上げすることとしたい。
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要望　さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

4．H－1ロケット予備機の開発 1．H－1ロケットは、初めて全段を自主開発する大型液体ロケットであ H－Hロケットの打上げ計画に柔軟性を持

（科学技術庁） り、試験機打上げの段階においては、十分な飛行性能の確認、衛星搭載 たせることを目的とした、H－Hロケット予

計画の変更等の可能性に対処できるよう、十分に留意する必要がある。 備機について、平成5年度に打ち上げること

H－Hロケットの打上げ計画に柔軟性を持 が可能となるよう、所要の開発に着手するこ

たせることを目的とした、H－1ロケット予 2．こうした観点から、H－Hロケットの打上げ計画に柔軟性を持たせる とは妥当である。

備機について、平成5年度に打ち上げること ことを目的として、平成5年度にH－Hロケット予備機を打ち上げるこ

が可能となるよう、所要の開発に着手したい とが可能となるよう、所要の開発を行うことは重要である。

o
ノ
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要望　さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

5．研　　究 1．我が国の宇宙ステーション取付型実験モジュ・一ル（JEM）等の宇宙 有翼回収技術の基礎を確立するとともに、

H－Hロケット打上げ型有翼回収機（HO インフラストラクチャーの開発、運用を行うためには、物資等の地上か 宇宙ステーション取付型実験モジュ」ル（J

PE）の研究 らの輸送に加えて宇宙実験成果物等の地上への回収も要求される。この EM）の利用の本格化した際における宇宙実

（科学技術庁） ための輸送手段として、これまでのロケットによる打上げ機能に加えて 験成果物等の地上への回収需要等に対処し、

、回収の機能を合わせ持つ宇宙往復輸送手段を確保することが極めて重 さらに、宇宙環境利用要求に応ずるため、こ

将来の宇宙輸送系に必須の有翼回収技術の 要である。 れまでの宇宙往還機等の研究成果を踏まえ、

基礎を確立するとともに、宇宙ステーション H一∬ロケット打上げ型有翼回収機（HOP

取付型実験モジュール（JEM）における宇 2．こうした状況を踏まえ、有翼回収技術の基礎を確立するとともに、J． E）の研究に着手することは妥当である。

宙実験成果高等の地上への回収需要等に自主 EMの利用の本格化した際における宇宙実験成果物等の地上への回収需

的に対処し、さらに、宇宙環境利用要求に応 要等に対処し、さらに宇宙環境利用要求に応ずることを目的として、こ

ずることを目的とするH－Hロケット打上げ れまでの宇宙往還機等の研究成果を踏まえて、宇宙ステーション等にラ

型有翼回収機（HOPE）について、これま ンデブ・ドッキングが可能な、垂直打上げ・水平着陸の無人のH－Hロ

での宇宙往還機等の研究成果を踏まえて、所 ケット打上げ型有翼回収機（HOPE）の研究に着手する必要がある。

要の研究に着手したい。

3．なお、研究に当たっては、軌道から大気圏への再突入技術、誘導制御

技術等について先行的研究を行うことが重要である。

一5一



要望　さ　れた事項 審　　議　　内　　容 審　　議　　結　　果

6．施設の整備 1．今後、宇宙往還輸送システムの確立を目指し、H－Hロケット打上げ H－Hロケット打上げ型有翼回収機、有人

宇宙往還輸送システム研究開発に必要な施 型有翼回収機の開発を目指した研究や、有人宇宙往還機の基礎的、先行 宇宙往還機等の研究に対応すべく、極超音速

設の整備 的研究等を進めてゆく必要がある。 風洞の大型化に着手することは妥当である。

（科学技術庁）

2．これらの研究においては、その概念に係る初期の研究段階から大型模

H一∬ロケット打上げ型有翼回収機、有人 型を用いた長時間の極超音速風洞試験が必要となるが、既設の極超音速

宇宙往還機等の研究に対応すべく、極超音速 風洞では測定部の規模と風洞機能の制約による試験回数の制限から、必

風洞の大型化整備に着手したい。 要なデータを得ることができない。

3．このため、既設の極超音速風洞を有効に活用して大型化の整備に着手

することは必要でちる・

ら

一6一



（参考資料）
1．H－Hロケット

（1）全体形状及び主要概略諸元

’●

機器千載部

段間i郭

’

約　49m

　第1段中央邪　　　　　，

　　　　　　　　　　　：＝＝L、

f

フニ了リ　ンク“

衛星分農部

第2段液体水素タンク

講’4
　8

’M

1
第1段

固体0ケットブースタ

（SRB）

まリヨ

［
…1

1

に
ド
ド
ド
ド
悼

紅

’＼1／

　o
蓼
◎
器

肝・

嚢

第2段液体駿素タンク

1

一

第2段エンジン

（しE－5A）

第1段液体酸素タンク

第1段液体水素タンク

β

一
一z

　　　　（しE－7）

一7一

項　目 諸　元 備　　　考

全 長 約　49m
直 径 約　　4m
全 備　重　量 約261t
衛星重量（静止初期） 約　　2t トランスファ軌道投入：約4t

第 推　　　進　　　薬 液体水素／液体酸素

推進薬重量 約　86t
1 推　　　　　　力 約　93し 海面上

燃　焼　時　聞 約320s
段 比　　　推　　　力 約448s 真空申

全　備　重　量 約　98t

S 推　　　進　　　薬 固体推進薬

推進薬重量 約118t 2本分

R 推　　　　　　力 約320t 2本分，海面上

燃　焼　時　聞 約　97s
B 比　　　推　　　力 約273s 真空中

全　備　重　量 約140t 2回分

第 推　　　進　　　薬 液体水素／液体酸素

推進　薬重　量 約　14七
2 推　　　　　　力 約　12ヒ 真空中

燃　焼　時　間 約527s 再着火機能

段 比　　　推　　　力 約452s 真空中

全　備　重　量 約　工7し

ブリ 直　　　　　　径 約　　4m 外径

エン

アグ 全　　　　　　長 約　12m 衛星収納域　約3．7mφx約10mL

誘　導　方　式 ストラップダウンIMUによる慣性丁丁方式



（2）：LE－7の開発スケジュール

　　　　　年度

?ﾚ

1988 1989 1990 1991 1992

63 1 2 3 4

TF＃1△
旧
　
計
　
画

’原型エンジン試験

ﾀ機型エンジン試験

F定エンジン試験 ▽

要求出力確認　液水ターボポンプ。済の

層

TF＃1△
新
　
計
　
画 ▽

原型エンジン試験

ﾀ機型エンジン試験

F定エンジン試験

?ﾇ型液水ター赫ンブ
改良型液水ターボポンプ

▽

・L」＝＝コ
　製　　　　イノF　　　　　　言式、験
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（3）H一皿ロケットの開発スケジュール

年　度 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5

開　　発　　段　　階 研　　究 開発研究及び開発

主要マイルストーン 機種選定

､
GTV　T：F判 TF非2　TF非3

GTV，テストフ多イト機の製作

システム研究 概念設計 システム設計 予備・基本設計 詳細設計 維持 設計
全　　段　　設　　計

コンポーネント基礎試験
固体ロケット

@　　モータ ‘可動ノズル・モータ試作・燃焼試験（EM・PM・QM）

分離機構・火工品・機体構造等の開発

コンポーネント基礎試験

コンポーネントの開発
、推　進　系

B：FT・CF

開
　
　
　
発
　
　
　
試
　
　
　
験

k

コンポーネント基礎試験

原型エンジンフェーズ

エ　ンジン
実機型エンジンフェーズ

認定工 ンジンフェーズ
一

コンポーネント基礎試験
構　造　系

タンク・機体の開発

．制　御　系 油圧機器・電力系の開発
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年度 58 59 60 61 62 63 1 2 3 4 5

開　　発　　段　　階 研　　究 開発研究及び開発

推進系の改修

第　　2　　段 機体・タ ンクの開発

BFT・CF

分離機構の基礎試験 衛星フェアリング開発基礎試

衛星フェアリング 衛星フェアリングの開発

コンポーネント基礎試験

誘導装置の開発

開
　
　
　
　
発
　
　
　
　
試
　
　
　
　
験

ソフトウェ アの開発誘　導　装　置

@　　　　　－
システム試験

コンポーネント基礎試験

搭載電子機器
搭載電子機器の開発

プログラム開発・解析
ソフ　トウェア

^用文書等

試験用ロ．ケット
設計，製作 非1十2非3

エンジン“
ステム隷設備

施　設　・　設　備
地上施設・設備（ 主として種子島）の整備
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’●

2．H一皿ロケット試験機3号機・予備機の開発スケジュール

　　　　　　　　　　年度

?ﾚ
～62 63 1 2 3 4 5

主　要　イ　ベ　ン　ト
▽　　　　△
ﾐrv　　　τF＃1

△　　△
sF営2　TF＃3

@　　予備機

．
製
　
作

試験機3号機

製
　
作

予　　備　　機

π

全　段　開発
詳細設計 維持設几計

タンク・構造 ，油圧系，電送系試作試験

第　　1　段

第　　2　段
タンク・構造 ，油圧系，電送系， ガスジェット試作試験

開
　
　
　
発
　
　
　
試
　
　
　
験

機　　　　体
衛星フェアリング，火工品試作試験

●
、

誘導装置，計量 樋信系機器試作試験，ソフトウェア開
誘導・．計測

エン学ン’
LE一一7， SRB試作試験，認定試験

エンジン燃焼試験，ステージ燃焼試験，射場設備
施　　設　　・　設　　備
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3．M－V回ケット

（1）諸元

●

●

第1段 第2段 第3段

モータ名称 M－14 M－24 M－34
代表直径、m 2．　5 2．　5 2．　3

総重量1、　トン 128．　4 47．　1 11．　0

ステージ重量、　トン 81．　3 36．　12 11．　03

二二重量、　トン 70．　0 30．　0 10．　0

全燃焼時間、秒 76． 95． 105．

最大推力、　トン 377． 141． 33．

1

ウ
一
A
φ

衛星重量含まず

ノーズフェアリングを含む

スピン型
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霞
O
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2．

● （2）外観と機体概要

執亀

、
、

飛
8 2．3甲φカーボン繊維フィラメント・ワインディ

ング製ケース、薬量10t。nに大型化する。点火器は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ

投棄型後方着火方式とする。2．段伸展ノズルの採用を

図ろ。

．

し
3軸姿勢制御を考えるが、ミッションに応じてはス

『i肇 一 ビン安定も考慮する。

u

i
…

2．5mφマルエージング鋼HT－230製ケース、

｛ 薬量：30t。nに大型化する。伸展展開ノズルの採用を図
i＿
i
l

ろ。

；

l
t

2次噴射TVC装置等によろ3軸姿勢制御を行う。
i

mφ

2・5mφマルエージン・グ鋼HT－230製ケース、
1

2弛グメント、薬量70tonに大型化する。ノズルは可

動ノズルとし・M－3S．迎で採肌三助ブースタは廃

止して、機体掬成を簡素化すろ．。

i
章

第1段モータ可動ノズルTVC装置と固体モータ・ロ

一ル制御装犀の組合せで、3軸制御を行う。

円
　　　　　「

「5．
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（3）スケジュール

項目 1年次 2年次 3年次 4年次

推進系

恆謔P段

@　M－14モータ

@　　MNTVC

@　　SMRC

謔Q段

@　M－24モータ

@　　LlTVC

@　　SMSJ

謔R段

@　M－34モータ

@　　LITVC
@　　N2H4SJ

　■Tフスケール

蜍C燃焼試験

Tブろケール

^空燃焼試験

MNTVC試作試験

ｵlTVC試作試験

L展展開ノズル試作試験

kITVC試作試験

@　　　　N2H4SJ試作試験
L展ノ女ル試作鍛

M－14－1，

蜍C燃焼試験

l－24－1
^i聖燃焼試験

l－34－1
^空燃焼試験

　　　　　M－14－2↑VC

@　　　　大気燃焼試験

rMRC試作試験

@　　　　M－24－2TVC
@　　　　真空燃焼試験

rMSJ試作試験

@　　　　M－34－2TVC
@　　　　真空燃焼試験

機構、構造系

�メA尾翼筒

@モータケース

@段間接手

@ノーズフェアリング

1段目ース試作試験

v素試作試駿

v素試作試験

　　　　尾翼、尾翼筒試作試験

@　　　1

Q段ケース試作試験

R段ケー獄作試験

@　　　　　分離機構試験

@　　　　　分離機構試験

実機モデル試作

ﾀ機モデル試作

ｭ度機能試験

尾翼フラッタ試験

ｪ離試験

J頭試験



4．H一皿ロケット打上げ型有翼回収機くHOP耳）

　（1）概略形状（例）

　　　　　　　　　　　　　燃料電池

　　　　　ペイロード（標準ラック）

DRTS用パラボラアンテナ
　　　　　　　　　　　＼

搭載電子機器 ／
，
。

σ蕊

　
．
．
　
・
’
儘

．
’
9
‘

，
：
蔦

前部RCSモジ．ユール

’7
4
慰　　　　　　　爵！

　　　／→’訟

ノーズコーン

搭載電子機器／動力装置／熱シンク装置

　　　，！　　　　ら覧、　　　　．　4

0　　　　　　　　　　　　　　！　　・　・

　　　　＠・・越’

　　　e鰹・／ノκ0瓜

推進剤タンク

くナ　　　ニ

・7黍’q

喝’ε

�l
　～斗

ン
　　、

畿
　’“8

後部RCSモジュ＿ル
」・MSエンジン

鶏　ボディフラップ

》
論
一
」

／
萎
雛

ノb’

　　　　　　，＼一

　　　　前脚

’＼一ラダ＿

照　　　　　　　　エレボン

＼ご主脚主翼

ラジェ＿タ

アド室物貨
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（2）飛行プロファイル（概念）

●

、　　ンノ

データ中継・追跡衛星

4，　，

　　　　　　　　　　　　　　ランデブ・ドッキンダ
鶏護颪ション軌㍉》（高度460㎞細2日以内）

　　　　　，ぷ罫く噤
　　　　　て一キング軌道投入
　　　　　（高度約250㎞約14分後）

∈ヨ本実験モジュール

（JEM）への
荷役作業

蓼

崔

ンヨシ［テス宙宇

《
　
　
・

孝
づ

づ
4
歪
．

軌道離脱隠黛

● 1韮

打上げ

（高度三三嶺
　　　　全自動着陸
　　　　（マイクロウエーブランディングシステムによる。約4日程度。）

一15一



（3）スケジュール

項　　三

年　度

宇宙鑓輸送シ貞テｦ研究

宇宙往還機の研究

　HOPEの研究

　・システム技術の研究

　・要素技術の研究

　・再突入飛行実験の醗究

（参　考）

61

．H。PEの醗研究及び強

・再突入飛行実験

」
「
I
」
［
一
l
r
ー
ー
「
l
」
i
ト
！
1
一

62 63 1 2 3

1

4 5

（

6 7　～

1

　△
HOPE
　TF÷1

　　l
　　l　一・一一）
自動着陸実験
　　1

1
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5．1極超音速風洞

　　　　（1）スケジュール

　　　　年度

?ﾚ

　　　　　　　…～平成元年　i

@　　　　　　i
2
…
；
｛

3
…
；
…

4

…i　　5～

大　型　化

｛
＝ 大 型 化 …

3

i
3

…
3

…
3

風洞稼働状況
既 設 50　cm　φ 極　超 音　速 風 洞

…
零 …

3

…
呂 大型1．2mφ

… … …

有翼飛翔体の基礎的な空力特性試験及び空力加熱試験
試験・研究 …

　
塁 空力舵面の特性試験、 翼前縁加熱率分布測定等

（2）箪髄風洞大型イ1蜘三囲錘どな礁

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒンジモーメントゲ「ジ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　舵面角度
空力舵面効果測定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連続可変

　　・舵面角度を変えて舵面に作用する空気力の測定を要下る

　　・ヒンジモーメントゲージで測定可能

一

o 拠ロ吻
o

曹

o

●

．亀

@■

空力加熱測定

100

熱電対

・前縁曲面に沿って10度間隔で加熱率測定を要する
・・ fせん0．1mm径熱電対を用いて測定可能

一17一



（参考1）’

宇宙開発計画の見直しに関する第一部会の審議の進め方について

平成元年7月3日
宇宙開発委員会第一部会

　　　　　「宇宙開発計画の見直しに関する審議について」（平成元年6月28日宇宙

　　　開発委員会決定）に基づき、本部会において行う調査審議は、以下に定めると

●ころによるものとする．

1．審議事項

　平成2年度における宇宙開発関係経費の見積り方針及び宇宙開発計画につ

いて調査審議を行うものとする。

2．審議日程

　　1・の審議結果は・平成2年3月中句までに取りまとめることを目途とす

　る。ただし、平成2年度における宇宙開発関係経費の見積り方針に反映させ

るべき事項については、平成元年8月上句までに取りまとめることを目途と

する。

3．審議方法

　．調査審議に当たっては・．内外の情勢変化・宇宙の利用に関する長期的見通

．し・研究及び開発の進捗状況、、各省庁の要望、財政事情等を踏まえ、次のよ

　うな観点から宇宙開発に関する施策について調査審議するものとする。

一18一

①　必要性、緊急性

②　実施の技術的可能性

⑨　宇宙開発政策大綱に示された諸方針との整合性

④宇宙開発に関連する技術の系統的育成及び国産化

⑤　射場の打上げ能力、必要な地上施設の整備等関連する他のプ回グラムと

　の関連

4．分科会

　　平成2年度における宇宙開発関連経費の見積り方針に反映させるべき事項

　については、衛星系分科会、輸送系分科会及び宇宙環境利用系分科会におい

て、次に定める所掌事項により調査審議を行うものとする。

分科会の名称 所　掌　事項

衛星系分科会 人工衛星、衛星系サブシステム、衛星系に関する試験施

ﾝ、追跡管制等の地上施設、ソフトウェア等に関するこ

ﾆ。（宇宙環境利用系分科会の所掌に属ナるものを除く。）

輸送系分科会 回ケットなどの宇宙輸送系、宇宙輸送系サブシステム、

F宙輸送系に関する試験施設、射場等地上施設、ソフト

Eェア等に関すること．

宇宙環境利用

n分科会

宇宙ステーション、有人サポート技術、宇宙環境利用に

ﾖする研究、施設等に関すること。

5．資料提出等

　　本部会の調査審議に当たっては、必要に応じ、関係行政機関等から資料の

提出、説明等を求めるものとする6



（参考2）

　　　宇宙開発委員会第一部会輸送系分科会構成員

分科会長武田　峻
専門委員秋葉錬二郎
　　　　　　池田　研爾

　　　　　　内田　茂男

　　　　　　五代　富文

　　　　　　渋谷　裕弘

　　　　　　鈴木　昭夫

　　　　　　砂川　　恵

　　　　　　園田　寛治

　　　　　　竹内　和之

　　　　　　新居　和i嘉

　　　　　　藤井登喜男

松野　建一

（阿部　　稔

運輸省航空事故調査委員会委員長

文部省宇宙科学研究所教授

三菱重工業（株）顧問

名城大学理工学部教授

宇宙開発事業団理事　・

日産自動車（株）常務取締役

宇宙航空事業部長

科学技術庁航空宇宙技術研究所角田支所長

横浜国立大学工学部教授

川崎重工業（株）專務取締役

科学技術庁航空宇宙技術研究所長

科学技術庁金属材料技術研究所長

石川島播磨重工業（株）航空宇宙事業本部

宇宙開発事業部長

通商産業準工業技術院機械技術研究所次長

［元．7．2ユから】

通商産業省工業技術院機械技術研究所次長

［元．7．13まで］）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一19一


